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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第107期

第１四半期
連結累計期間

第108期
第１四半期
連結累計期間

第107期

会計期間

自 平成28年
　 ４月１日
至 平成28年
　 ６月30日

自 平成29年
　 ４月１日
至 平成29年
　 ６月30日

自 平成28年
　 ４月１日
至 平成29年
　 ３月31日

売上高 (百万円) 46,596 49,870 198,762

経常利益 (百万円) 4,225 4,920 22,004

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,795 3,152 14,596

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,118 3,725 14,467

純資産額 (百万円) 140,804 157,686 156,218

総資産額 (百万円) 244,628 268,353 267,215

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 14.94 16.65 78.03

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.0 58.1 57.1

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、セグメントに係る主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（精機）

当第１四半期連結会計期間において、TSUBAKI E&M (THAILAND) CO.,LTD.について重要性が増加したため、連結の

範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日～６月30日）における当社グループの事業環境は、米国経済は堅

調に推移し、欧州経済も緩やかな景気の回復基調が続きました。また、中国の景気減速に底打ちが見られ、環イン

ド洋や東アジア地域でも堅調に推移しました。わが国経済は、生産の伸長や輸出の回復などにより、緩やかな回復

基調で推移しました。

　このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の受注高は54,257百万円（前年同期比8.6％増）、売上高は

49,870百万円（同7.0％増）となりました。

　損益につきましては、営業利益は4,331百万円（同4.6％増）、経常利益は4,920百万円（同16.4％増）、親会社株

主に帰属する四半期純利益は3,152百万円（同12.8％増）となりました。

　当社グループは、「中期経営計画2020」達成に向けて、市場ニーズに徹底対応した商品開発やモノづくり、グル

ープ総合力を生かしたビジネスの拡大に取り組み、持続的成長力を強化していきます。

なお、セグメント別の業績は、次のとおりであります。

［チェーン］

チェーンにつきましては、日本国内における動力伝動用チェーンや搬送用チェーン、ケーブル・ホース支持案

内装置などの販売が好調に推移しました。また、米州における動力伝動用チェーンなどの販売は横ばいであった

ものの、東アジアにおける搬送用チェーンの販売が好調に推移したことなどから、前年同期比で増収となりまし

た。

　以上により、チェーンの受注高は16,554百万円（前年同期比18.4％増）、売上高は15,674百万円（同10.1％

増）、営業利益は1,788百万円（同26.9％増）となりました。

［精機］

精機につきましては、中国における減速機の販売はやや減少したものの、日本国内における減速機や締結具、

直線作動機の販売が好調であったこと、また、当第１四半期よりタイのクラッチ製造子会社を連結の範囲に含め

たことなどから、前年同期比で増収となりました。

　以上により、精機の受注高は5,949百万円（前年同期比13.5％増）、売上高は5,633百万円（同12.2％増）、営

業利益は690百万円（同39.7％増）となりました。
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［自動車部品］

自動車部品につきましては、日本国内における自動車エンジン用タイミングドライブシステムの販売は横ばい

であったものの、欧州、タイ、中国、韓国などの拠点において同商品の販売が好調であったことから、前年同期

比で増収となりました。

　以上により、自動車部品の受注高は19,739百万円（前年同期比8.3％増）、売上高は19,719百万円（同7.0％

増）となりましたが、鋼材価格の上昇や減価償却費の増加などにより営業利益は2,680百万円（同10.9％減）とな

りました。

　

［マテハン］

マテハンにつきましては、日本国内における物流業界向けシステムの売上が増加しましたが、米国や欧州にお

いて金属屑搬送・クーラント処理装置などの売上が減少したことなどから、前年同期比で減収となりました。

　以上により、マテハンの受注高は11,383百万円（前年同期比3.7％減）、売上高は8,277百万円（同1.9％減）と

なり、損益については448百万円の営業損失（前年同期は599百万円の営業損失）となりました。

［その他］

その他の受注高は631百万円（前年同期比5.2％減）、売上高は565百万円（同19.6％増）となりましたが、損益

については23百万円の営業損失（前年同期は18百万円の営業損失）となりました。

(2) 財政状態

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して1,137百万円増加し、268,353百

万円となりました。

　流動資産は、電子記録債権が1,544百万円増加したことや、仕掛品が1,014百万円増加した一方で、受取手形及

び売掛金が4,227百万円減少したことなどから、前連結会計年度末と比較して1,727百万円減少し、123,673百万円

となりました。

　固定資産は、生産設備への投資などにより有形固定資産が2,509百万円増加したことなどから、前連結会計年度

末と比較して2,865百万円増加し、144,679百万円となりました。

（負債）

負債は、電子記録債務が6,090百万円増加したことや、前受金等の増加によりその他の流動負債が611百万円増

加した一方で、支払手形及び買掛金が3,810百万円減少したこと、賞与引当金が1,769百万円減少したこと、未払

法人税等が1,562百万円減少したことなどから、前連結会計年度末と比較して331百万円減少し、110,666百万円と

なりました。

（純資産）

純資産は、株式交換などにより非支配株主持分が2,003百万円減少した一方で、自己株式が1,062百万円減少し

たこと、利益剰余金が898百万円増加したこと、資本剰余金が897百万円増加したことなどから、前連結会計年度

末と比較して1,468百万円増加の157,686百万円となり、自己資本比率は58.1%となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,095百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 299,000,000

計 299,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 191,406,969 同左
東京証券取引所

(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

単元株式数 1,000株

計 191,406,969 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
― 191,406 ― 17,076 ― 12,671

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,345,000 ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

186,269,000
186,269 ―

単元未満株式 普通株式 792,969 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 191,406,969 ― ―

総株主の議決権 ― 186,269 ―

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式450株が含まれております。

２ 自己株式は、平成29年４月１日に実施した連結子会社（ツバキ山久チエイン株式会社）の完全子会社化に伴

う株式交換により、2,217,700株減少しました。この他、当第１四半期会計期間中に取得した自己株式数は

2,611株で、当第１四半期会計期間末現在の当社の自己株式保有数は、2,130,361株です。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社椿本チエイン
大阪市北区中之島
三丁目３－３

4,345,000 ― 4,345,000 2.27

計 ― 4,345,000 ― 4,345,000 2.27

（注）自己株式は、平成29年４月１日に実施した連結子会社（ツバキ山久チエイン株式会社）の完全子会社化に伴う株

式交換により、2,217,700株減少しました。この他、当第１四半期会計期間中に取得した自己株式数は2,611株で、

当第１四半期会計期間末現在の当社の自己株式保有数は、2,130,361株です。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,332 25,873

受取手形及び売掛金 41,109 36,881

電子記録債権 9,651 11,195

有価証券 7,965 7,962

商品及び製品 15,577 16,304

仕掛品 9,934 10,949

原材料及び貯蔵品 8,363 8,537

その他 6,810 6,305

貸倒引当金 △344 △337

流動資産合計 125,400 123,673

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 26,311 26,751

機械装置及び運搬具（純額） 32,566 32,409

工具、器具及び備品（純額） 3,144 3,147

土地 37,142 37,162

建設仮勘定 6,270 8,474

有形固定資産合計 105,435 107,944

無形固定資産 3,841 3,517

投資その他の資産

投資有価証券 24,328 25,044

その他 8,335 8,299

貸倒引当金 △125 △125

投資その他の資産合計 32,537 33,217

固定資産合計 141,814 144,679

資産合計 267,215 268,353
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,811 21,000

電子記録債務 651 6,741

短期借入金 9,953 9,770

1年内返済予定の長期借入金 10,271 10,185

未払法人税等 2,631 1,069

賞与引当金 3,965 2,196

工事損失引当金 89 77

その他 14,183 14,794

流動負債合計 66,558 65,836

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 4,409 4,475

役員退職慰労引当金 106 110

退職給付に係る負債 13,395 13,370

資産除去債務 415 418

その他 16,112 16,454

固定負債合計 44,439 44,829

負債合計 110,997 110,666

純資産の部

株主資本

資本金 17,076 17,076

資本剰余金 12,661 13,559

利益剰余金 123,063 123,962

自己株式 △2,086 △1,024

株主資本合計 150,715 153,573

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,694 10,331

繰延ヘッジ損益 21 △33

土地再評価差額金 △10,614 △10,614

為替換算調整勘定 3,709 3,694

退職給付に係る調整累計額 △1,053 △1,005

その他の包括利益累計額合計 1,758 2,372

非支配株主持分 3,744 1,740

純資産合計 156,218 157,686

負債純資産合計 267,215 268,353
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 46,596 49,870

売上原価 32,534 35,352

売上総利益 14,061 14,517

販売費及び一般管理費 9,922 10,186

営業利益 4,139 4,331

営業外収益

受取利息 15 30

受取配当金 401 486

その他 137 203

営業外収益合計 555 720

営業外費用

支払利息 74 62

その他 394 68

営業外費用合計 468 130

経常利益 4,225 4,920

特別損失

関係会社出資金評価損 - 112

事業再編損 38 -

特別損失合計 38 112

税金等調整前四半期純利益 4,187 4,807

法人税、住民税及び事業税 810 1,115

法人税等調整額 523 528

法人税等合計 1,333 1,644

四半期純利益 2,853 3,163

非支配株主に帰属する四半期純利益 58 11

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,795 3,152
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 2,853 3,163

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,561 636

繰延ヘッジ損益 58 △54

為替換算調整勘定 △4,495 △57

退職給付に係る調整額 48 47

持分法適用会社に対する持分相当額 △22 △9

その他の包括利益合計 △5,972 562

四半期包括利益 △3,118 3,725

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,069 3,766

非支配株主に係る四半期包括利益 △48 △40
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間において、TSUBAKI E&M (THAILAND) CO.,LTD.について重要性が増加したため、連結の

範囲に含めております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

関係会社の借入金および従業員の住宅借入金に対する債務の保証額は、次のとおりであります。

(1)関係会社

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

　椿本美芙蘭輸送機械（上海）
　有限公司

132百万円 134百万円

　

(2)従業員

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

37百万円 35百万円

　

　２ 受取手形割引高

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

15百万円 15百万円

　

　３ 電子記録債権割引高

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

13百万円 6百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)およびのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 2,511百万円 2,733百万円

のれんの償却額 137百万円 132百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,870 10.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

　 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,431 13.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

　 （注）１株当たり配当額には創業100周年記念配当2.0円が含まれております。
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(企業結合等関係)

　共通支配下の取引等

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称および事業の内容

名称：ツバキ山久チエイン株式会社（以下「ツバキ山久チエイン」といいます。）

事業の内容:各種チェーン、省力機器類、自動化装置の設計、製造・販売等

(2) 企業結合日

平成29年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

株式交換

(4) 結合後企業の名称

変更ありません。

(5) 取引の目的を含む取引の概要

当社は、経営環境の変化に機動的かつ柔軟に対応し、グループ経営の効率化を図るため、ツバキ山久チエイン

を完全子会社化することといたしました。

株式交換の内容は、当社を株式交換完全親会社、ツバキ山久チエインを株式交換完全子会社とする株式交換

（以下「本株式交換」といいます。）であり、平成29年２月７日に両社の間で締結した株式交換契約に基づき、

平成29年４月１日を株式交換の効力発生日として本株式交換を実施いたしました。

なお、当社は、会社法第796条第２項の規定により、株主総会の決議による承認を得ずに本株式交換を実施い

たしました。

　

２ 実施した会計処理の概要

本株式交換については、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

　

３ 子会社株式の追加取得に関する事項

(1) 取得原価およびその内訳

当社普通株式 2,058百万円

取得原価 2,058百万円

　 (2) 株式の種類別の交換比率およびその算定方法ならびに交付株式数

　 ① 株式の種類別の交換比率

株式の種類：普通株式

ツバキ山久チエインの普通株式１株に対して、当社の普通株式1.796株を割当て交付いたしました。ただし、

当社が保有するツバキ山久チエインの普通株式1,285,200株については、本株式交換による株式の割当ては行っ

ておりません。

② 交換比率の算定方法

株式交換比率について、上場会社である当社の株式価値については市場株価平均法により、非上場会社である

ツバキ山久チエインの株式価値については、第三者算定機関であるMYKアドバイザリー株式会社に算定を依頼し

た結果、割引キャッシュ・フロー法（DCF法）による算定結果を基に当事者間における協議を行い、決定いたし

ました。

　 ③ 交付株式数

2,217,700株

　

４ 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2) 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

96百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１)

合計
調整額
（注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額チェーン 精機

自動車
部品

マテハン 計

売上高

　 外部顧客への売上高 14,239 5,019 18,425 8,439 46,123 472 46,596 ― 46,596

　 セグメント間の内部
売上高又は振替高

308 64 ― 5 378 159 538 △538 ―

計 14,547 5,083 18,425 8,445 46,502 631 47,134 △538 46,596

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は損失(△))

1,409 493 3,007 △599 4,310 △18 4,292 △152 4,139

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビルメンテナンス、保険代理

業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額△152百万円には、セグメント間取引消去41百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△194百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等であります。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１)

合計
調整額
（注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額チェーン 精機

自動車
部品

マテハン 計

売上高

　 外部顧客への売上高 15,674 5,633 19,719 8,277 49,304 565 49,870 ― 49,870

　 セグメント間の内部
売上高又は振替高

307 91 ― 69 469 139 608 △608 ―

計 15,982 5,725 19,719 8,347 49,774 704 50,478 △608 49,870

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は損失(△))

1,788 690 2,680 △448 4,710 △23 4,687 △355 4,331

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビルメンテナンス、保険代理

業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額△355百万円には、セグメント間取引消去25百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△381百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14円94銭 16円65銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,795 3,152

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

2,795 3,152

普通株式の期中平均株式数(千株) 187,075 189,277

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

当社は、平成29年７月28日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ツバキＥ＆Ｍを吸収合併

することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称および事業の内容

名称：株式会社ツバキＥ＆Ｍ

事業の内容：動力伝動装置（変減速機および関連部品）の製造・販売等

　 (2) 企業結合日

平成29年10月１日（予定）

(3) 企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、株式会社ツバキＥ＆Ｍを吸収合併消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

株式会社椿本チエイン

(5) 取引の目的を含む取引の概要

当社は、精機事業のコア技術を強化し、グループ総合力の発揮によるグローバル成長力強化を図るため、

当社の完全子会社である株式会社ツバキＥ＆Ｍを吸収合併することといたしました。

２ 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行う予定です。

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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